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研究成果の概要（和文）： 採用選考における手続的公正が応募者の組織に感じる魅力や複数内

定時の組織選択にもたらす影響を分析した。分析の結果、組織の魅力は採用選考における手続

的公正の認知から規定されることや、複数内定時の組織選択に採用選考の手続的公正と組織の

魅力が影響していることがわかった。この結果から、企業間で競合が生じる優秀な人材の採用

の可能性を高めるには手続的公正が担保される＜決めさせる選考＞を行うことが重要といえる。 
 
研究成果の概要（英文）：This study examined the effects of selection fairness on job choice 
and organizational attractiveness. The results of an analysis demonstrated that 
procedural justice perceptions were significantly correlated with organizational 
attractiveness. Subsequently, the results of an analysis showed that selection justice 
perceptions had significantly positive, indirect effects on job choices. These results 
showed that selection fairness perceptions are important for recruitment of excellent 
students whom many companies need very much. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
交付決定額 1,300,000 390,000 1,690,000 

 
研究分野：経営学 
科研費の分科・細目：経営学 
キーワード：採用活動 組織的公正 採用選考 決めさせる選考 大学新卒者 採用方法 人
材マネジメント 人的資源管理 
 
１．研究開始当初の背景 
  
企業にとって、自社が魅力的な組織であると
応募者に認知させることにより、企業に必要
な人材に入社を決意させ（入社決意）、採用
内定後の辞退（内定辞退）や選考中の辞退（選
考辞退）を防止する「決めさせる選考」を行
うことは非常に重要である。しかしながら、
日本で新卒採用活動を研究する研究者の多
くが、応募者集団から優秀な学生を選抜する
選別の側面に関心を寄せてきた。人材を企業
に引きつけることに焦点を合わせて行われ
た研究はあったが（林，2009a, b, 2010a）、
そうした研究では、調査が単一企業において

実施されるとともに、入社決意者の意識しか
分析していないことで、「決めさせる選考」
を考えるにあたり問題が２つあった。第一に、
単一企業での調査によるため、企業特性や選
考方法の組合せの効果が未解明であった。こ
れではどのような選考方法を用いるのが望
ましいかが検討できない。第二に、入社決意
者の内定企業に対する意識しか分析してい
ないため、企業への入社決意・内定辞退・選
考辞退の意志決定に対する採用選考の効果
が未解明であった。内定辞退の発生は、企業
にとって必要な人材を逃していることを意
味する。また、選考辞退者にも、選考を辞退
しなければ企業が内定を与えた可能性があ
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る人材は含まれるだろう。したがって、いず
れの辞退も問題であると考えられた。 
  
２．研究の目的 
 
 そこで本研究は、上図のフレームワークに
乗っ取り、学生が入社を決意した企業、学生
が内定を辞退した企業、学生が選考を辞退し
た企業に対する認知について、それらの間に
どのような違いがあるのかを調査すること
で、どうすれば企業に必要な人材の内定辞退
や選考辞退を防止し、入社を決意させられる
のかを明らかにし、採用実務の重要問題であ
る「決めさせる選考」を実現する学術的な足
がかりをつかむことを研究目的として設定
した。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究ではアンケート調査を実施した。調
査対象は、ある人材ビジネス企業が運営する
就職ナビサイトの就職活動学生モニターを
活用した。これにより通常の調査を用いて一
般の大学 4年生を対象に調査を実施するより、
１つ以上の企業から採用内定を得ている学
生たちに効率よくアクセスすることが可能
となり、質の高いアンケート調査を実施でき
たと考える。調査対象者には、入社を決意し
た企業（以後、入社決意企業と呼ぶ）の選考
プロセスに加えて、もう一社の選考プロセス
の状況について、ほぼ同一の内容の質問票へ
の回答を要請した。内定を 2 つ以上得られた
複数内定者には内定を辞退した企業（内定辞
退企業）のうち、入社決意企業に次いでもっ
とも入社したかった企業について回答を要
請した。一方、一社からしか内定を得られな
かった回答者には（以後、一社内定者と呼ぶ）、
選考の途中で選考を辞退した企業（以後、選
考辞退企業と呼び、内定辞退企業と選考辞退
企業を総称して辞退企業と呼ぶ）のうち、入
社決意企業に次いでもっとも入社したかっ
た企業について回答を要請した。 
 このようにして集めたデータをもとに、選
考手法と手続的公正との関連、手続的公正に
よる組織の魅力と組織選択への効果につい
て重回帰分析を行った。分析に用いた構成概

念間の関係は右図のとお
り想定した。 
  
４．研究成果 
 
 本研究の成果は次の通
りである。ここではまず、
採用選考における手続的
公正という概念について
手短に説明を行ってから、
選考手法と手続的公正の
関連に関する実証分析の
結果をのべ、手続的公正に
よる組織の魅力と組織選
択への効果について解明
したことを記す。そして最
後に、研究成果のまとめを
簡潔に書く。 
 
（１）手続的公正 
 
本研究は選考プロセス

の手続的公正という概念
がキイとなっている。組織
的公正理論によれば、応募
者の姿勢・行動は、選考プ
ロセスの手続的公正に影
響される。手続 的公正とは、
目的物を獲得するのに用いられた手段が公
正であるかというシステムの公正さを示す
概念である（e.g. Greenberg, 1990）。選考
プロセスの手続的公正は「構造的側面」「情
報共有」「対人関係の取り扱い」の３つから
なると整理されている（Gilliland, 1993, 
Steiner & Gilliland, 2001）。 
構造的側面は選考プロセスが職務との関

連性があるか、自分の能力を示せる機会であ
るか、応募者間で取り扱いが一致しているか、
選考結果について再考してもらえる機会が
あるかといった事柄に関する公正さのこと
である。 
情報共有は選考プロセスにおいて、双方向

でコミュニケーションがなされたか、選考プ
ロセスに関する事前の情報が提供されたか、
採用の決定を正当だと示す根拠が事後的に
示されたかという事柄に関する公正さのこ
とである。 
そして対人関係の取り扱いは選考プロセ

スにおいて、対人関係があたたかく、配慮の
あるものであったかといった事柄に関する
公正さのことである。 
 
（２）選考手法と手続的公正の関連 
 

本研究では、次に示した選考方法が手続的
公正との関連でどのような状況にあるのか
を分析した。 



 

 

 
【対面がないもの】 
１． SPI 
２． クレペリン検査・知能検査等 
３． 適性検査（クレペリン検査・知能検査

等、SPIの性格検査のぞく） 
４． 会社独自の筆記試験・Web 試験・論文

試験 
５． 他社が行うテストセンターでの試験 

 
【対面がともなうもの】 
１． 会社説明会にあわせて行われた付

随的な面接 
２． 個人面接（応募者 1人） 
３． 集団面接（応募者 2人以上） 
４． グループディスカッション／グル

ープワーク 
５． 作業見本（実際の仕事やそれに近い

ものをやってみるもの） 
 
① 対面的な接触がある手法 
 
まず対人的な接触がある選考手法では、集

団面接では手続的公正を高める有意な結果
が得られなかったのに対し、個人面接は対人
関係の取り扱いと構造的側面に関する手続
的公正を高める有意な結果が得られた。面接
に対する応募者の評価が高いことは海外で
実施された既存研究の結果と整合的である
（Andersonほか, 2010, Steiner ほか, 1996
など）。既存研究では面接が集団面接である
か、個人面接であるかは議論されていなかっ
たが、個人面接が対人関係の取り扱いと構造
的側面に関して有意に影響するのは、面接担
当者と応募者との間でインタラクティブな
コミュニケーションが交わされるとともに、
応募者が１人であることにより、個々の応募
者の事情に即した対応や個々の応募者の情
報がより適切に精査されることによると考
えられる。 
また、会社説明会にあわせて行われた付随

的な面接が対人関係の取り扱いのみに有意
な効果を持っていた。構造的側面に有意な効
果がなかったことに照らすと、個人面接と異
なり、会社説明会にあわせて行われた面接は、
応募者集団の形成に資する採用広報施策と
しての役割が大きいと考えられる。 
これに対して、グループディスカッショ

ン・グループワークと作業見本は、対面接触
がある選考手法の段階数をモデルに投入す
ることで構造的側面に有していた有意な効
果が確認されなくなった。作業見本に関する
分析の結果は海外で行われた研究の結果と
部分的に一致しているものの（Anderson ほか, 
2010, Steiner ほか, 1996 など）、再検証す
る必要があるといえる。 
 

② 対面接触がない手法 
 
会社独自の筆記試験・web 試験・論文試験

の結果は有意傾向のある結果が得られた。こ
の結果から、構造的側面の向上をねらうには、
その企業特有の状況に即して問いを設けた
テストが必要であることが示唆される。ＳＰ
Ｉ等の一般的な能力を計る検査だけではな
く、組織の文脈に応じた適切な内容のテスト
を実施することは、構造的側面を向上する上
で有意義である。 
ＳＰＩ等の他のテストは選考プロセスの

手続的公正を向上するという結果は得られ
なかった一方、有意に負の効果も持たないと
いうことがわかった。現在のわが国ではどの
ような企業でも自由応募であれば、採用プロ
セスにエントリーすること自体は可能であ
るがゆえに 1社あたりの応募者が過多になる
傾向がある。どの組織の採用担当者も企業独
自の選考を行う前に応募者集団をいかなる
手段を用いて絞り込むべきか悩みを抱えて
いる点で共通していることであろう。そのさ
い、手続的公正に対する応募者の反応を下げ
ないように行うことが重要であるように思
えるが、本研究の結果を見る限りいずれの方
法を用いても応募者の手続的公正に関する
認知を減じる結果が得られていないことか
ら、ここで論じたものであれば問題なく活用
できる可能性がある。 
 
③ その他 
 
選考プロセスの進め方に関する分析の結

果をみると、結果を通知するタイミングがタ
イムリーなほど応募者は対人関係の取り扱
いが高くなり、採用選考の段階が多い方が対
人関係の取り扱いと構造的側面は高くなる
ようである。対人接触のある選考の段階数が
増加することで、応募者と相性の良い従業員
と出会うことが増える可能性が考えられる。
選考プロセスを作成する際は、一定の採用予
定人数を計画した後、何段階の面接をどのよ
うな種別の選考手法で行うことで何人ずつ
絞り込み、そして各段階の選考をどういうタ
イミングで通知するかを検討する必要があ
る。分析結果から、選考プロセスの段階数は
手続的公正の側面から少なすぎるよりは多
い方がよいと考えられる。もっとも、あまり
に多い場合は選考プロセスから優秀な応募
者が脱落する可能性や組織内のリソース不
足で対応できない可能性も否定できないた
め、この点は今後検証する必要がある。 
 

（３）手続的公正がもたらす組織の魅力と組
織選択への効果 
 
① 組織の魅力 



 

 

 
サンプルを分割せずに推定した結果によ

れば、対人関係の取り扱い、情報共有、構造
的側面のいずれも組織の魅力に有意な効果
があるという結果が得られた。この結果は
Bauer ほか（1998）等の既存研究と整合的な
結果であるといえる。しかしながら、サンプ
ルを分割して推定するとサンプル間でやや
違った結果が得られた。対人関係の取り扱い
と構造的側面はどのようなサンプルでも組
織の魅力に影響するという結果が得られた。
これに対し、複数内定か一社内定かでサンプ
ルを分割した場合、情報共有はいずれもやや
有意に正の効果があった。しかしながら、入
社決意企業と辞退企業を比較すると、入社決
意企業では情報共有について有意な効果が
あるという結果が得られた反面、辞退企業で
は有意な効果が得られなかった。つまり内定
企業数で分割した際に情報共有についてや
や有意な結果が得られたのは、入社決意企業
と辞退企業が混在していたからであると考
えられる。 
 

② 組織選択 
 
組織の選択に関する分析結果を振り返る

と、複数内定者であっても、一社内定者であ
っても組織の魅力をモデルに投入しない状
況では、選考プロセスの手続的公正は組織選
択に有意な効果を有している。Walsh ほか
（2010）では複数内定者についての分析しか
なされていないが、本研究の分析結果は彼ら
の分析結果と整合的であるといえる。しかし
ながら、組織の魅力を考慮すると選考プロセ
スの手続的公正は直接効果が確認されなく
なり、かわって組織の魅力が有意な効果を持
つという結果が得られた。他方で、選考プロ
セスの手続的公正と組織の魅力の交互作用
項は複数内定者のみ、対人関係の取り扱いと
情報共有のみで効果があった。この結果は、
複数内定者に関するかぎり、組織の魅力が高
まることで組織の選択への効果を対人関係
の取り扱いや情報共有が増幅することを示
している。Walsh ほか（2010）で手続的公正
が組織の選択に有意な効果を有していたが、
本研究の分析結果によれば、組織の魅力をモ
デルに投入することで手続的公正は直接効
果が確認されなくなり、組織の魅力との交互
作用効果は確認されたことを考え合わせる
と、手続的公正が組織選択に有意な効果を持
ちうるのは組織の魅力が高まっている場合
に限られると考えられる。 
また、Chapman ほか（2006）では、手続的

公正の直接効果と間接効果を合わせるとネ
ットの効果はほとんどないという結果が得
られていた。これに対して、本研究で有意に
なった変数はいずれも有意に正の結果が得

られているため、ネットの効果も正であると
考えられ、本研究の結果は選考プロセスの手
続的公正が重要であることを支持するもの
といえる。 
 

（４）研究成果のまとめ 
 
 以上の分析結果から、「決めさせる選考」
を行うには、手続的公正が担保されることが
重要といえる。「決めさせる選考」を行うに
は、複数内定者にせよ、一社内定者にせよ、
組織選択には組織の魅力を向上させること
が重要であるといえる。その組織の魅力に対
する効果について、選考プロセスの手続的公
正のうち、対人関係の取り扱いと構造的側面
は内定企業数や組織選択にかかわらず提供
されていた。対人関係の取り扱いと構造的側
面は選考手法、タイミング、段階数により規
定されていたことから、これらについては本
研究の結果に従い、企業独自の試験を実施し
たり、個人面接を行ったりするとともに、選
考段階を多段的にした上で、各段階での選考
結果の通知をよりタイムリーなものとして
いくことが求められる。 
これに対し、情報共有は、組織の魅力に与

える効果は入社決意企業のみの限定的な効
果であった。しかしながら、情報共有は対人
関係の取り扱いと並んで、複数内定者につい
て、組織の魅力が有する組織の選択に対する
効果を高めることから、多数の組織から内定
を得られる人材に入社を決意させるという
よりシビアな状況で意義があるといえるだ
ろう。 
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